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１．法科大学院の概要

（１）設置者

国立大学法人 香 川 大 学

（２）教育上の基本組織

大学・研究科・専攻名称
香川大学大学院

香川大学・愛媛大学連合法務研究科法務専攻

開 設 年 度 平成１６年度

入 学 定 員 ３０人

標準修業年限 ３年

修了要件単位数 ９５単位以上

（３）所在地

香川県高松市

（４）教育の理念・目的、養成する法曹像

教育の理念・目的

法曹に求められる資質は、豊かな人間性や感受

性、幅広い教養と専門的知識、柔軟な思考力、説

得・交渉の能力、社会や人間関係に対する洞察力、

人権感覚、先端的法分野や外国法の知見、国際的

視野等であり、このような資質を備えた法曹を養

成することを基本理念とし、専門的な法知識に関

する批判的創造的視点と幅広い視野、及び公平

性・開放性・多様性を身につける教育を行うこと

を目的とする。

養成する法曹像

・親身に地域住民の生活を支える法曹

・地域経済活動を支える法曹

・国際的視野で環境保全を推進する法曹
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２．教員組織

（１）教員数

区 分

専 任 教 員
兼担・

兼任教員

専 専・他 実・専 実・み 合 計

教 授 ５ １ ４（４） １（１） 11(５)
３０

准教授・

講師・助教
６ ２ ０（０） ０（０） ８（０）

（注）１．括弧内には、内数で法曹としての実務の経験を有する者の人数を記入している。

２．「専任教員」欄の「専」については法科大学院のみの専任教員数、「専・他」については法科

大学院の専任であり、かつ他の学部・大学院（修士課程）の専任教員数、「実・専」につい

ては実務家専任教員数、「実・み」については実務家みなし専任教員（年間６単位以上の授

業を担当し、かつ、法科大学院のカリキュラム編成等の運営に責任を有する者）数を記入し

ている。

（２）科目別の専任教員数

法 律 基 本 科 目 基法

礎律

科実

目務

隣基

接礎

科法

目学

・

科展

目開

・

先

端
憲法 行政法 民法 商法

民事

訴訟法
刑法

刑事

訴訟法

２ １ ３ ２ ２ ２ １ ６ ０ ６

（注）科目別に延べ人数で記入している。

３．学生数の状況

（１）収容定員及び在籍者数

区 分 人 数

収 容 定 員 ９０

在 籍 者 数 １０３（３３）

うち、法学未修者 ９８（３２）

うち、法学既修者 ５（１）

（注）括弧内には、内数で女子学生の人数を記入している。
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（２）入学定員及び入学者数

区 分 平成 19年度 平成 18年度 平成 17年度

入 学 定 員 30 30 30 

入 学 者 数 30（10） 41（ 9） 30（14）

うち、法学未修者 27（ 9） 39（ 9） 30（14）

うち、法学既修者 3（ 1） 2（ 0） 0（ 0）

うち、他学部出身者

または社会人経験者
14（ 5） 14（ 1） 12（ 7）

うち、他大学出身者 25（ 7） 31（ 3） 25（12）

入学定員に占める

入学者数の率
1.00 1.37 1.00 

入学者数に占める他学部出身者

または社会人経験者の率
0.47 0.34 0.40 

入学者数に占める

他大学出身者の率
0.83 0.76 0.83 

（注）括弧内には、内数で女子学生の人数を記入している。

４．入学者選抜

（１）アドミッション・ポリシー

広い教養と豊かな人間性を基礎に十分な職業倫理を身につけ，親身になって地域

住民の生活を支える法曹、地域経済活動を支え，国際的視野で環境保全を推進する

法曹を養成するため、次のような人を求めています。

・社会正義を追求し，基本的人権を擁護し，人の権利に配慮する法的感性を持つ

者。

・物事を公正・公平にみる者

・問題を発見するとともに分析・解明する能力，問題解決のための処理能力（た

とえば論理的思考・判断能力，バランス感覚，他者への配慮・理解力，説得力）

の優れた者。

・不断の向上心と不屈の精神に溢れ，持続的，積極的に社会活動をする志向が強

く，地域社会に基盤をおき，地域に根ざすという本学の指針を理解し，その実現

に意欲を持つ者。
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（２）入学者選抜方法

志願者が募集人員の１０倍を超えた場合には，法科大学院適性試験，又は，法科大学院

統一適性試験の成績により第１段階選抜を実施する。しかし、平成１９年度入試でも１０

倍を超えなかったので、第１段階選抜は実施していない。選抜は、法科大学院適性試験又

は法科大学院統一適性試験，小論文及び面接試験，入学志望理由書，学業成績及び履歴書

によって行っている。志願者全員（第１段階選抜を実施した場合には、その合格者のみ）

に小論文及び面接試験を課している。修業期間を標準より１年短縮するコース（２年コー

ス）を希望する志願者は，さらに既修者試験を受験することができる。

（３）既修者の認定方法

次の①及び②の者の内，既修者試験の成績が特に優秀な者５人程度を既修者（２年コー

ス履修生）として認定している。

①法学検定試験委員会（日弁連法務研究財団・商事法務研究会）が実施する「法科大学

院既修者試験」を受験し，かつ，２年コースを希望する者

②本研究科の既修者試験（憲法，民法，商法，民事訴訟法，刑法及び刑事訴訟法の６科

目（論述式））を受験した者

既修者については、在学期間を１年短縮し、１年次必修の基礎科目群のうち既修者試験

の出題範囲内の授業科目２８単位を修得したものとみなしている。
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５．教育課程及び教育方法

（１）開設する授業科目及び修了に必要な修得単位数

（注）１．大学評価・学位授与機構の定める法科大学院認証評価基準上の科目区分で記入している。

２．「開設授業科目数・単位数」欄には授業科目数を記入し、括弧内に合計単位数を記入してい

る。

３．「修了に必要な修得単位数」欄の単位数のうち「合計」欄に記載されるものは、修了要件単

位数になる。

（２）修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数

区 分
法律基本科目

の単位数

法律基本科目

以外の単位数

修了要件

単位数

修了要件単位数に占める

法律基本科目以外の

単位数の率

単位数 54 41 95 0.431 

区 分

開 設 授 業 科 目 数 ・ 単 位 数
修了に必要な

修得単位数
必修科目

選択必修
科目

選択科目 合計

法

律

基

本

科

目

公法系科目 6 (12)   6 (12) 12単位

民事系科目 14 (30)   14 (30) 30単位

刑事系科目 6 (12)   6 (12) 12単位

法律実務
基礎科目 5 (9) 4 (8)  9 (17) 11単位

基礎法学・
隣接科目 7 (14)  7 (14) 4単位

展開・先端科目 23 (46)  23 (46) 16単位

合 計 31 (63) 34 (68)  65(131) 95単位
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（３）履修登録単位数の上限

６．成績評価の基準

（１）成績評価の基準

成績評価基準は多元的なものとし，基準となる要素（例えば期末試験・中間テスト・

レポートの結果，授業中の発言，出席の程度など）ごとの配点を，シラバスで予め公

表している。

基礎科目群，基礎法学・隣接科目群及び展開・先端科目群の授業科目等，演習形式

によらない授業科目では，評価に占める期末試験の比率は５０ ～６０ ％を標準とし，

中間テスト・レポート等日常の学習の評価を，残りの比率４０ ～５０ ％で行う。

演習形式による基幹科目群の授業科目及び実務基礎科目群の多くの授業科目では，

日常の学習の評価の比率をさらに高め，６０ ％以上を標準とする。

成績評価は，「秀」，「優」，「良」，「可」及び「不可」（１００点満点で７０点未満）

の５段階評価で行っており，「秀」を全履修者の５％以内，「秀」及び「優」の合計を

全履修者のおおむね２５％以内としている。

（２）成績評価の基準にしたがった成績評価及び修了認定の厳格性を確保するため

の措置

期末試験の採点は，学生の学籍番号・氏名を特定できない措置を施して行う。ま

た，定例の FD研究会等において、科目ごとの成績分布状況を示し，全教員の間で
情報の共有を図り，成績評価が厳正に行われているかを定期的に点検している。一

部の授業科目は，期末テストの作成・採点などを複数の教員が担当している。なお、

学生は自己の成績評価に疑問があるときは調査依頼を行い，担当教員から説明を受

けることができる。

修了認定の厳格性を確保する措置として、１年次必修の基礎科目群の修得が２４

単位未満の者は２年次必修の基幹科目群等主要科目を履修できず，２年次必修の基

幹科目群の修得が２０単位未満の者等は、３年次必修の実務基礎科目を履修できな

いという履修制限を設けている。

学 年 １年次 ２年次
３年次

(最終年次) 備 考

単位数 36 36 44  
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７．学費及び奨学金等の学生支援制度

（１）学費

区 分 金 額 備 考

入学料 282,000円

免除：

① 経済的理由によって納付が困難であり、かつ、

学業優秀と認められる場合。

② 入学前１年以内において、出願者の学資を主と

して負担している者（以下「学資負担者」という。）

が死亡し、又は出願者若しくは学資負担者が風水

害の被害を受け、入学料の納付が著しく困難であ

ると認められる場合。

③ 前号に準ずる場合であって、学長が相当と認め

る事由がある場合で、入学料の納付が著しく困難

であると認められる場合。

につき、入学料の全学又は半額を免除。

徴収猶予：

① 経済的理由によって納付期限までに納付が困

難であり、かつ、学業優秀と認められる場合。

② 入学前１年以内において、学資負担者が死亡

し、又は出願者若しくは学資負担者が風水害の被

害を受け、納付期限までに入学料の納付が困難で

あると認められる場合。

③ その他やむを得ない事情があると学長

が認める場合

につき、入学料の徴収を当該年度の２月末日まで猶与。
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授業料

(年間) 804,000円

免除：

① 経済的理由によって授業料の納付が困難であ

り、かつ、学業優秀と認められる場合。

② 納期前６月以内（新たに入学した学生に対す

る入学した日の属する期分の免除に係る場合

は、入学前１年以内）において、学資負担者が

死亡し、又は学生若しくは学資負担者が風水害

等の災害を受けた場合（これらに準ずる場合で

あって、学長が相当と認める事由がある場合も

含む。）で、納付が著しく困難であると認められ

る場合。

につき、授業料の全学又は半額を免除。

③ 学業及び人物共に特に優れていると認められ

る学生に対して、後期に納付すべき授業料の全

額を免除。

徴収猶予：

経済的理由によって納付期限までに納付が困難で

あり、かつ、学業優秀と認められる場合につき、授

業料の徴収を当該年度の２月末日まで猶与。

月割分納：

経済的理由によって納付期限までに納付が困難で

あり、かつ、学業優秀と認められる場合につき、授

業料の月割分納を許可。（授業料年額の１２分の１に

相当する額を毎月末日までに納付。）
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（２）奨学金等

名 称 金額／年・月 利子の有無 募集人数 受 給 者 数

日本学生支援機構

奨学金（第一種、

第二種）

第一種：

88,000 円／月（貸
与）

第二種：

50,000円／月
80,000 円 ／ 月
100,000 円 ／ 月
130,000円／月
（貸与）

※130,000円／月を
選択した者につい

ては、希望により

40,000 円／月また
は 70,000 円／月の
増額が可能。

第一種：

無利子

第二種：

年利 3％
まで

第一種：

12名

第二種：

21名

第一種：12名

第二種：13名

※第一種と第二

種の併用者：

1名

四国ロースクール

専用教育ローン

（百十四銀行、香

川銀行、伊予銀行）

百十四銀行、香川銀

行：

100,000円～
3,000,000円（貸与）
伊予銀行：

100,000円～
5,000,000円（貸与）

百十四銀行

年利 2.6% 
香川銀行

年利 2.5% 
伊予銀行

年利 2.6% 

 

－ －

（注）「受給者数」欄には、前年度の実績を記入している。

８．修了者の進路及び活動状況

修了年度 修了者数
司法試験

出願者数
受験者数 合格者数 備 考

平成 18年度 20 17 9 3 企業法務２


